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【第 208 回国会】令和４年５月 25日（水）、第 16回の委員会が開かれました。 

 

１ 国土交通行政の基本施策に関する件 

・斉藤国土交通大臣、鬼木防衛副大臣、吉川経済産業大臣政務官、加藤国土交通大臣政務官及び政府参

考人に対し質疑を行いました。 

（質疑者）金子俊平君（自民）、伊藤渉君（公明）、渡辺周君（立民）、谷田川元君（立民）、山本剛正君

（維新）、高橋千鶴子君（共産）、福島伸享君（有志） 

 

（質疑者及び主な質疑事項） 

 

金子俊平君（自民） 

 

住宅政策 

ア 時限的に実施している住宅ローン減税の床面積要件の緩和について、マンション価格や不動産価

格が落ち着いてきたタイミングで 40㎡を 50㎡に戻すべきとの意見に対する見解 

イ こどもみらい住宅支援事業の補助対象に賃貸住宅の新築を含める必要性 

ウ 老朽化したマンションが増える中、今後のマンション管理の適正化に係る対応方針 

エ 耐震性が不十分な住宅ストック解消の見通し及び建替えを誘導する政策の必要性 

 

伊藤渉君（公明） 

 

（１） 賃上げに資する公共工事設計労務単価及び国土交通省直轄工事における積算基準の改定状況 

（２） 物価変動等に備えた請負代金額の変更に関する規定（いわゆるスライド条項） 

ア 令和元年度以降の公共工事におけるスライド条項の適用状況 

イ 民間工事へのスライド条項適用の有無及び適用状況 

ウ 元請と下請間におけるスライド条項適用についての見解 

（３） ストレートアスファルトの高騰を踏まえ、令和４年４月のコロナ禍における「原油価格・物価高騰

等総合緊急対策」に基づく適切な価格転嫁を促す通知発出後における国の取組状況 

（４） 原油価格高騰の影響を受け、電力供給会社において新規契約を控えている現状の認識並びに最終保

障供給制度を含めた電力の安定供給に係る対策の検討及び対応状況 

 

渡辺周君（立民） 

 

（１） 知床遊覧船事故 

ア 曳
えい

航中の事故船舶の落下 

ａ 台船から海面下に吊り下げられていた事故船舶が落下した原因 

ｂ 曳航中の監視の状況 

ｃ 事故捜査に必要な物証であることや落下の可能性が生じた際の作業のために、船体を常時監視

しておくべきであったとの指摘に対する認識 

ｄ 再度の引揚げの可否及び予定時期 

ｅ 詳細な引揚げ予定時期を明らかにできない理由 

ｆ 今回の落下により船体が損傷した場合、事故の原因となった損傷との違いが判別できず原因究

明の妨げとなることへの懸念 

イ 運航会社の事業許可の取消し 

ａ 運航会社の事業許可を取り消す方針であることの確認 
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ｂ 事業許可の取消しの後に運航会社の社長が別法人で事業許可の申請をした場合、再度事業許可

を得ることの可能性 

ウ 特別監査結果の中で、事業許可の取消後においても運航会社に対して被害者家族に引き続き「真

摯な対応を求めていくべきである。」とした意図 

エ 運航会社が加入する損害賠償責任保険においては死亡者と行方不明者とが同等の取扱いであるこ

との確認 

オ 本事案において不備があったと指摘されている国土交通省と小型船舶検査機構の責任の所在及び

処分の見通しについての見解 

カ 昨年の２回の事故を受けて安全管理体制の見直し等についての運航会社からの改善報告書の文面

案を北海道運輸局が作成し、事前に示していたことに関し、行政の監督体制の在り方及び行政側の

処分の必要性 

（２） 地方部における Wi-Fi 環境やキャッシュレス環境の整備についての現状及び今後のインバウンドの

再開に向けたこれらの整備の国の取組状況 

 

谷田川元君（立民） 

 

（１） 本日の北朝鮮による飛翔体発射についての事実関係 

（２） 東京一極集中の是正 

   ア 市街地再開発事業等による超高層住宅に対する補助の実態把握の調査結果が出る時期 

   イ マンションの長期修繕計画等を審査して行政が建築許可を出すような法を制定する必要性 

   ウ マンションの修繕積立金の適切な確保等を推進する必要性 

エ 首都直下地震対策の観点から東京の過密解消の必要性 

オ 検討中の新たな国土形成計画に住宅ストックの総量に上限を設けるといった開発規制も含めた東

京一極集中の是正が促進される内容を盛り込む必要性 

（３） 洋上風力発電 

   ア 洋上風力発電事業者が基地港湾としての機能に必要な整備費用を全額負担することの確認 

   イ 事業者が基地港湾の使用料を全額負担することが公募段階で公表されていたことの確認 

   ウ 事業者の基地港湾の使用料負担を軽減する必要性 

   エ 事業者に対し洋上風力発電施設の保守管理や資機材の調達に地元企業の活用を促す必要性 

   オ 国が主導して洋上風力発電の国内サプライチェーンを構築する必要性 

   カ 洋上風力発電事業の海洋調査等により中国に我が国の海洋の特性が漏洩する懸念があるとの報道

に対する見解 

（４） 中国製ドローンをウクライナに提供した場合のセキュリティリスクに対する見解 

（５） 尖閣諸島周辺海域における中国海警局船舶による領海侵入が増加していることに対する見解 

 

山本剛正君（維新） 

 

（１） キャンピングカー等の普及推進及び規制緩和 

ア 道の駅、河川敷等を活用したＲＶ（レクリエーションビーグル）パークの充実及びそのための広

報等を積極的に行うことついての見解 

イ キャンピングカーを活用し、新たな車旅及び車中泊を推進していくことについての大臣の所見 

ウ 車両総重量が 3.5 トンを超える車両の排出ガス試験について、１台ごとの受験を必要としている

ことを軽減する可能性及び申込から受験までの時間を短縮することの可否 

エ 米国からの輸入キャンピングカーのブレーキ安全基準が国際基準に適合している場合、当該車両

について我が国で改めて同試験を必要としないことの可否 

オ 普通自動車免許で牽引可能なトレーラーの重量の上限を 750キロから１トンに見直す必要性 
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カ キャンピングカー等の構造確認について、法律の解釈を統一するための検査官の講習会の開催及

び審査に関する相談窓口の設置をすることに対する見解 

キ キャンピングカー等が災害時に移動式仮設住宅等として活用されることについての見解 

ク キャンピングカー等の普及推進のため規制緩和を行うことについての大臣の所見 

（２） 屋外広告物に対する安全点検の強化等のより厳しい規制を行う必要性 

 

 

高橋千鶴子君（共産） 

 

知床遊覧船事故 

ア 運航会社の事業許可を取り消す理由 

イ 安全管理上、社長の地位にある者、安全統括管理者及び運航管理者の兼務を制度上認めないこと

としておく必要性 

ウ 本事案において船の運航中は営業所に不在であることが明白な船長を運航管理補助者として認め

ていた理由及び補助者の選任の基準を見直す必要性 

エ 法規上の常時通信可能な無線設備として携帯電話を認めないことの必要性 

オ 運航労務監理官の人数、年間の監査件数及び一人当たりの監査件数 

カ 遊覧船の需給調整規制の廃止に伴う状況 

ａ 需給調整規制廃止時と比較した現在の遊覧船の事業者数の増減及び監査体制の状況 

ｂ 需給調整規制廃止時と比較した旅客不定期航路の事業者数の増減の状況 

ｃ 平成 10 年の運輸政策審議会海上交通部会の答申における安全確保に関する行政の関与の重要

性等についての指摘に対する大臣の所見 

キ 同業他社や漁業者との相互チェック確保の観点から、事業許可に当たり地元の関係者等で構成さ

れる協議会への加盟を条件とするなどの仕組みの必要性 

 

福島伸享君（有志） 

 

ＪＲ東日本の課題 

ア 経営維持のためのコスト削減対策を実施する一方で乗客の利便を損なっていることについての大

臣の所見 

イ 部内原因（会社の原因）による輸送障害の発生の背景に会社経営上の問題が存在する懸念 

ウ ＪＲ東日本の関連企業が組織的に組合の運営に干渉し弱体化させる行為を行っていたとする事案

についての認識 

エ 安全確保のために適切な労働環境を確保することに関して会社の体質に問題があるという認識に

対する大臣の見解 

オ 事故の事前防止のため、鉄道事業等監査においては会社が法令を遵守しているかだけではなく遵

守する体制であるかをチェックすべきとの考えに対する大臣の見解 

カ 国鉄分割・民営化を検証し、鉄道事業の在り方について根本的な議論を開始することについての

大臣の見解 

 

 

２ 自動車損害賠償保障法及び特別会計に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第 36 号）（参議

院送付） 

・斉藤国土交通大臣から趣旨説明を聴取しました。 

・参考人から意見を聴取することに協議決定しました。 

 


